
令和５年度
第１回鳥栖市国民健康保険事業の

運営に関する協議会

日時：令和５年８月２４日（木） 午後1時30分から

場所：鳥栖市役所 3階 大会議室１

資料１
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（令和５年６月１日～令和７年７月３１日）

区　　分 氏　　　名 所属団体等 区　　分 氏　　　名 所属団体等

岡本 茂之 鳥栖市区長連合会　（萱方町区長） 池上　明子
【 会  長 】
ＮＰＯ法人とす市民活動ネットワーク　理事

鹿毛 隆浩 鳥栖市区長連合会　（平田町区長） 德淵　　薫 
【 副会長 】
鳥栖商工会議所　事務局長

小関 雄司 鳥栖市区長連合会　（青葉台区長） 公益代表 井邊　照代 鳥栖市食生活改善推進協議会　副会長

松永　里美 鳥栖市女性人材リスト登録者 松永　康明 鳥栖保健福祉事務所　所長

櫻井　良子 鳥栖市女性人材リスト登録者 小石　正明 社会福祉法人 鳥栖市社会福祉協議会　会長

日吉　保彦 鳥栖三養基医師会
被用者保険等
保険者代表

野中 靖弘 全国健康保険協会佐賀支部　業務部長

道永　成 鳥栖三養基医師会

古賀　真貴子 鳥栖三養基医師会

新冨 芳浩 三養基・鳥栖地区歯科医師会

三橋　博子 鳥栖三養基薬剤師会

被保険者
代表

保険医代表及び
保険薬剤師代表

鳥栖市国民健康保険事業の運営に関する協議会委員名簿



本日の報告事項
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〇鳥栖市国民健康保険事業の現状について

１．医療制度 ５～ ８

２．国民健康保険事業の県単位化 ９～１１

３．県の状況 １２～１４

４．本市国民健康保険の現状 １５～３５

（被保険者、医療費、保険税及び医療費適正化等）

議題１ 令和４年度鳥栖市国民健康保険特別会計決算 ３６～３７

議題２ 令和５年度鳥栖市国民健康保険特別会計予算 ３８～４０

議題３ その他 ４１～４８



鳥栖市国民健康保険事業の現状について

１．医療制度

２．国民健康保険事業の県単位化

３．県の状況

４．本市国民健康保険の現状

（被保険者、医療費、保険税及び医療費適正化等）
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県資料
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県資料
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県資料



〇市国保の加入状況
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国保被保険者数、世帯数及び加入率の推移

被保険者数 世帯数 加入率

〇鳥栖市国保の被保険者数、加入率は年々減少している。



〇市国保の加入状況

前期高齢者
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市人口と被保険者の年齢分布

国保被保険者 鳥栖市人口 割合

〇前期高齢者（65歳から74歳まで）の加入
率が高い。
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前期高齢者構成の推移

65歳～74歳

64歳以下

区分 H25 H30 R1 R2 R3 R4
被保険者数(人） 14,898 12,920 12,748 12,575 12,189 12,029

〇団塊の世代が後期高齢者医療制度へ移行
している。



〇市国保の加入状況
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未申告世帯

2.5 

所得無し

21.5 

43万円以下

12.5 

100万円以下

15.5 

200万円以下

22.2 

300万円以下

11.2 

400万円以下

5.1 

500万円以下

3.0 

500万円超

6.6 

所得階層別加入世帯割合 n-8,331

所得割が
課税され
ない世帯所得割が

課税され
る世帯

〇約74％の世帯が200万円以下の所得である。 〇約４割の世帯が年金等による所得である。

農業所得

1%

営業所得

等
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給与所得

29%
年金等

39%

所得無し

22%

国保世帯稼得別状況（Ｒ５当初賦課時）



〇国民健康保険医療費の現状
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受診総件数
(件）

１人あたり
受診件数(件）

費用額総額
(千円）

１人あたり
費用額(円）

１件あたり
費用額(円）

保険者負担額
(千円）

12,711 222,242 17.484 5,813,066 457,326 26,156 4,255,742

(対前年度比） （98.41%） （92.25%） （93.75%） （98.93%） （100.53%） （107.24%） （99.33%）

12,479 233,385 18.702 6,094,672 488,394 26,114 4,472,365

(対前年度比） （98.17%） （105.01%） （106.97%） （104.84%） （106.79%） （99.84%） （105.09%）

12,299 230,141 18.712 6,104,639 496,352 26,526 4,482,085

(対前年度比） （98.56%） （98.61%） （100.05%） （100.16%） （101.63%） （101.58%） （100.22%）

令和2年度

令和3年度

令和4年度

※数値は事業年報による

療養の給付の状況（年間累計について前年度との比較）

年　度
被保険者数

(人）

受　診　件　数 費　　用　　額
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〇国民健康保険医療費の現状

56.5億円
57.4億円

58.8億円 58.4億円

63.0億円

60.8億円

58.8億円
58.1億円

60.9億円 61.0億円405,867円
413,806円

423,989円 426,541円

468,904円
458,478円 454,909円 457,326円

488,394円
496,352円

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

〇総医療費と一人当たり医療費の推移

総医療費 一人当りの医療費

※資料元：国保データベース（KDB）システム
医療費は、医科（外来、入院）、歯科、調剤のみ
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〇年齢階層別の一人当たり医療費の推移

医療費Ｒ１ 医療費Ｒ２ 医療費Ｒ３ 医療費Ｒ４

※資料元：決算見込み

〇高齢になるほど一人あたり
医療費は高くなる傾向。

〇１人当たりの医療費は、
高齢化の進展と医療の高度
化などにより年々上昇して
いる（H29除く）。

〇総医療費は、被保険者数
が減少してるにも関わらず、
６０億円を超えている。



〇疾病別の医療費割合は、
新生物（がん）、循環器系
（脳血管疾患、虚血性心疾
患）、内分泌系（糖尿病）
及び腎・尿路系（腎不全）
など、生活習慣病と関連の
ある疾病が高く、医療費全
体の約４割を占めている。
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〇国民健康保険医療費の現状

43.4%

1.8%

30.9%

51.0%

5.6%

10.8%

14.9%

32.9%

5.2%

3.4%

医療

費

件数

〇総医療費の内訳（令和４年度）

入院 入院外 歯科 調剤 その他

入院 入院外 歯科 調剤 その他
件数 4,318 121,625 25,795 78,403 8,206
金額（円） 2,650,255,466 1,884,335,090 340,883,184 909,075,673 320,089,518

14.2%

11.9%
10.7%

8.2% 7.9% 7.5%
6.5% 6.1%

5.0%

3.8% 3.0%

1.9%
1.3%

6.1% 5.9%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

〇疾病別の医療費割合

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

※資料元：国保データベース（KDB）システム 健康スコアリング(医療）

〇入院の件数は、1.8％と低いが、
医療費は43.4％と最も高い。



精神及び行動の障害, 

18.5%

新生物, 

14.3%

神経系の疾

患, 12.7%

循環器系の疾患, 12.3%

筋骨格系, 

8.5%

呼吸器系

の疾患, 

7.1%

損傷、中毒, 6.2%

消化器系の疾

患, 3.8%

尿路性器系の

疾患, 2.8%

皮膚及び皮下組

織の疾患, 2.0%

その他, 11.7%

入院 大分類別医療費（約25.9億円）
〇中分類別分析

精神
18.5％

統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害 10.7%

気分（感情）障害（躁うつ病を含む） 4.6%

その他の精神及び行動の障害 1.5%

新生物
14.3％

その他悪性新生物＜腫瘍＞ 5.4%

気管、気管支及び肺の悪性新生物＜腫瘍＞ 1.7%

良性新生物＜腫瘍＞及びその他の新生物＜腫瘍＞ 1.6%

神経
12.7％

その他の神経系の疾患 5.7%

脳性麻痺及びその他の麻痺性症候群 3.3%

てんかん 2.2%

循環器
12.3％

その他の心疾患 3.8%

脳内出血 2.4%

脳梗塞 2.1%
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〇国民健康保険医療費【入院】の現状

※資料元：国保データベース（KDB）システム 健康スコアリング(医療）



新生物, 

15.7%

内分泌、栄

養及び代謝

疾患, 13.8%

尿路性器

系の疾患, 

10.7%

循環器系の疾患, 10.6%筋骨格系及び結合組織の疾患, 

8.3%

精神及び行動の障害, 

7.1%

消化器系の疾患, 

6.8%

呼吸器系の疾患, 

5.8%

眼及び付属器の

疾患, 5.4%

神経系の疾患, 

5.0% その他, 10.8%

外来 大分類別医療費（約27.6億円） 〇中分類別分析

新生物
15.7％

その他の悪性新生物＜腫瘍＞ 6.2%

乳房の悪性新生物＜腫瘍＞ 2.4%

気管、気管支及び肺の悪性新生物＜腫瘍＞ 2.1%

内分泌
13.8％

糖尿病 7.9%

脂質異常症 4.7%

その他の内分泌、栄養及び代謝障害 0.6%

尿路性器
10.7％

腎不全 8.8%

その他の人尿路系の疾患 0.6%

乳房及びその他の女性生殖器の疾患 0.4%

循環器
10.6％

高血圧性疾患その他の悪 4.7%

その他の心疾患 3.9%

虚血性心疾患 0.8%

22

〇国民健康保険医療費【外来】の現状

※資料元：国保データベース（KDB）システム 健康スコアリング(医療）
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⑴税 率

⑵保険税調定額（現年度分）の状況
〇１人当たりの調定額（決算より）

医療分
後期高齢者
支援金分

小計 介護分 医療分
後期高齢者
支援金分

小計 介護分 医療分
後期高齢者
支援金分

小計 介護分

所得割率 8.79％ 2.68％ 11.47％ 2.40％ 所得割率 8.79％ 2.79％ 11.58％ 2.35％ 所得割率 0.00％ 0.11％ 0.11％ △ 0.05％

（対前年度比） （91.0%） （94.7%） （91.8%） （94.9%） （対前年度比） （100.0%） （104.1%） （101.0%） （97.9%）

均等割額 22,800円 7,600円 30,400円 10,300円 均等割額 24,800円 8,800円 33,600円 10,600円 均等割額 2,000円 1,200円 3,200円 300円

（対前年度比） （95.5%） （97.9%） （96.1%） （99.9%） （対前年度比） （108.8%） （115.8%） （110.5%） （102.9%）

平等割額 31,500円 9,400円 40,900円 6,100円 平等割額 29,900円 9,700円 39,600円 6,100円 平等割額 △ 1,600円 300円 △ 1,300円 0円

（対前年度比） （90.4%） （97.5%） （92.0%） （100.4%） （対前年度比） （94.9%） （103.2%） （96.8%） （100.0%）

令和４年度 令和５年度 差（令和５年度－令和４年度）

調定額 前年度比 調定額 前年度比 調定額 増減（B-A） 前年度比

　①医療分 83,685円 101.7% 80,322円 96.0% 76,213円 △ 4,109円 94.9%

　②後期高齢者
　　　支援金分

23,314円 97.4% 23,846円 102.3% 23,559円 △ 287円 98.8%

　計(①＋②) 106,999円 100.7% 104,168円 97.4% 99,772円 △ 4,396円 95.8%

　③介護分 7,109円 117.1% 7,526円 105.9% 7,616円 90円 101.2%

　全体分 114,108円 101.6% 111,694円 97.9% 107,388円 △ 4,306円 96.1%

令和２年度決算 令和３年度決算（A) 令和４年度決算（B)

〇国民健康保険税について



鳥栖市の国民健康保険税率・税額の推移

※１ 平成30年度以降、県標準保険税率を参考に税率を改定。
※２ 令和2年度、令和4年度及び令和5年度は、基金から一部財源を投入し税率を抑制（医療分）し改定。

※３ 令和4年度から、均等割額及び平等割額は、100未満の端数を切捨てる。

（％） （円） （円） （％） （円） （円） （％） （円） （円） （％） （円） （円）

H26 9.80 24,000 36,000 2.80 7,000 9,000 2.90 10,000 6,000 15.50 41,000 51,000

H27 9.80 24,000 36,000 2.80 7,000 9,000 2.90 10,000 6,000 15.50 41,000 51,000

H28 9.80 24,000 36,000 2.80 7,000 9,000 2.90 10,000 6,000 15.50 41,000 51,000

H29 9.80 24,000 36,000 2.80 7,000 9,000 2.90 10,000 6,000 15.50 41,000 51,000

H30（改定） 10.62 26,046 39,507 2.74 7,585 9,793 2.30 9,184 5,152 15.66 42,815 54,452

R1（改定） 10.36 25,438 38,440 2.93 8,126 10,452 2.09 8,175 4,917 15.38 41,739 53,809

R2（改定） 10.24 26,141 37,778 2.81 7,809 9,606 2.40 9,869 6,047 15.45 43,819 53,431

R３（改定） 9.66 23,874 34,829 2.83 7,763 9,640 2.53 10,309 6,076 15.02 41,946 50,545

R4（改定） 8.79 22,800 31,500 2.68 7,600 9,400 2.40 10,300 6,100 13.87 40,700 47,000

R5（改定） 8.79 24,800 29,900 2.79 8,800 9,700 2.35 10,600 6,100 13.93 44,200 45,700

合　計

所得割 均等割 平等割 所得割 所得割 均等割 平等割均等割 平等割 所得割 均等割 平等割年　度

医療給付費分 後期高齢者支援金分 介護納付金分
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〇国民健康保険税　収納率の推移
区分 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

現年度分 92.82% 93.17% 93.68% 93.50% 93.35% 95.12% 94.36%
滞納繰越分 15.38% 17.09% 19.31% 18.94% 21.02% 20.34% 21.93%

合　計 72.90% 74.19% 76.87% 77.86% 78.99% 80.90% 82.62%

92.82%
93.17%

93.68% 93.50% 93.35%

95.12%

94.36%

90.0%

91.0%

92.0%

93.0%

94.0%

95.0%

96.0%

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

現年度収納率の推移

15.38%
17.09%

19.31% 18.94%

21.02% 20.34%
21.93%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

滞納収納率の推移

72.90%
74.19%

76.87%
77.86%

78.99%

80.90%
82.62%

65.0%

67.0%

69.0%

71.0%

73.0%

75.0%

77.0%

79.0%

81.0%

83.0%

85.0%

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

合計収納率の推移

〇国民健康保険税の収納について

〇前年度より下がったが、
９４％以上を確保できている 〇２０％以上を達成 〇年々上昇している。
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コンビニ

29%

納付書

21%

口座振替

31%

年金特徴

9%

アプリ

4%

未納

6%

収納金額

区分 収納金額

コンビニ 384,559千円

納付書 271,856千円

口座振替 415,472千円

年金特徴 122,039千円

アプリ 53,389千円

未納 74,534千円

〇国民健康保険税の収納について

コンビニ

31%

納付書

27%

口座振替

23%

年金特徴

10%

アプリ

3%

未納

6%

収納件数

区分 収納件数

コンビニ 25,306

納付書 21,327

口座振替 18,189

年金特徴 8,118

アプリ 2,696

未納 4,761

〇コンビニ、納付書、口座振替による納付で約8割強占めている。
〇収納率の向上を図るためには、口座振替率を高めることが重要である。
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★医療費通知送付（年3回）

第三者行為求償
★国保の被保険者が交通事故等第三者（加

害者）の不法行為によって生じた保険給付につい

て鳥栖市国保が立て替えた医療費等を加害者へ損害

賠償請求する。

レセプト点検

★レセプトの再点検、返戻や過誤処理

柔道整復療養費

★接骨院・整骨院（柔道整復師）の利用に

関するアンケート実施や啓発チラシ配布

★糖尿病性腎症重症化予防の取組み

★特定健診未受診者受診勧奨事業★特定健康診査

★特定保健指導 ★人間ドック・脳ドック助成事業

★ジェネリック医薬品差額通知送付（年３回）

★ジェネリック医薬品希望シール配布

★重複服薬者等対策事業通知送付（年1回）

特定健診受診者数・受診率の状況

◆ 令和3年度分については、令和4年５月までの数値

令和3年度 令和2年度 前年比差 前年比率

特定健診対象者 8,262人 8,498人 △ 236人 △ 2.8％

特定健診受診者 3,222人 3,219人 3人 0.1％

情報提供者 221人 220人 1人 0.5％

人間・脳ドック受診者 167人 169人 △ 2人 △ 1.2％

受 診 率 43.7％ 42.5％ 1.2㌽ 2.8％

〇医療費の適正化について



第２期DH計画 目標値 （単位：％）

H30 R1 R2 R3 R4 R5

特定健診受診率 43.0 46.0 49.0 52.0 56.0 60.0

特定保健指導実施率 60.0 61.0 75.0 76.0 76.0 78.0

45.7％

44.5％

42.5％

44.2％

45.3％

40.0％

41.0％

42.0％

43.0％

44.0％

45.0％

46.0％

H30 R1 R2 R3 R4

特定健診受診率 ※速報値

71.6％
74.2％

62.3％
63.1％

55.0％

60.0％

65.0％

70.0％

75.0％

80.0％

H30 R1 R2 R3 R4

特定保健指導実施率

●特定健診（集団検診）

実施回数：年21回（R4)
実施場所：保健センター
自己負担：500円
（40歳・50歳・60歳・70歳以上は無料）
検査項目：身体測定、尿検査、心電図、血圧測定、血液測定など
※全日程でがん検診(肺・大腸・胃・前立腺・子宮・乳）も同時に受診可能。

●特定健診（個別健診）

実施場所：市内指定医療機関等

●特定保健指導

健診の結果、生活習慣病の発症リスクの高い人に、医師や保健師、管理栄養士などが、
食生活や運動等を指導

◆動機付け支援
①面接による支援 ②原則3カ月後に評価

◆積極的支援
①初回面会 ②3カ月以上の継続的な支援
③初回面会から3カ月以上経過後に評価

生活習慣病（糖尿病、高血圧症、脂質異常症等）は、自覚症状がないま
ま進行し、心筋梗塞や脳卒中などの重大な病気を引き起こし、生活の質
の低下や医療費の増大を招くことから、４０歳から７４歳の国民健康保
険被保険者を対象に特定健診や特定保健指導を実施し、生活習慣の改善
と生活習慣病の予防を図る。

〇保健事業の取り組み
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※R4集計中

コロナ禍により減少
コロナ禍により減少



〇特定健診の受診状況

57.6% 60.3%
66.4%

60.3% 62.6%

33.3% 28.8%
22.9%

28.2%
30.7%

5.9%
5.3% 4.7% 4.6%

4.8%
3.3% 5.5% 6.1% 6.9%

1.9%

H30 R1 R2 R3 R4（速報値）

特定健診の受診種別

個別健診 集団健診 人間・脳ドック 情報提供

125 130 141 141 
316 

965 

1,821 

381 383 406 351 

523 

995 

1,549 

24.7% 25.3% 25.8%

28.7%

37.7%

49.2%

54.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70～74歳

令和3年度 特定健診受診率（年齢階層別）

受診者 未受診者 受診率

30
〇年齢が高くなるほど、受診率は高くなる。 〇かかりつけ医による個別健診が多い。
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〇特定健診未受診者勧奨の取り組み

過去の特定健診受診状況やレセプト等の分析を
行い、受診対象者の特性に合わせた受診勧奨を実
施。

◇訪問による勧奨

・40歳到達者（対象初年度）、過去に受診歴がな
い者や不定期受診者等に対し、看護師による家庭
訪問を行い、健診の受診方法や継続受診の必要性
について啓発する。

◇業者委託による勧奨

・過去の受診歴やレセプト等の分析により受診パ
ターンに合わせ送付する受診勧奨はがきにて、意
向調査を実施。返信があった対象者のうち、未受
診者等へ電話による勧奨を行う。

○ハガキの送付：年3回（7・10・1月頃）

○電話勧奨 ：年2回（8・11月頃）

34

被保険者本人への未受診勧奨と並行し、医療機
関等の協力により受診率向上を目指す。

◇ヘルスサポート事業

・生活習慣病等で医療機関を受診している人のう
ち、治療のために医療機関受診時に医師と相談し
て被保険者同意のもと、特定健診該当項目の検査
等を特定健診として実施。

◇診療情報を活用した情報提供事業

・生活習慣病等で医療機関を受診している人のう
ち、治療に必要であった血液等の検査の項目が特
定健診の項目を満たしていた場合に、特定健診の
検査結果について本人同意欄に署名された所定の
用紙に転記し、その他必須項目（腹囲等）を補記
することで特定健診受診とみなす。



〇特定健診の受診率向上の取り組み
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議題１

令和４年度鳥栖市国民健康保険特別会計決算（見込み）

36



令和４年度鳥栖市国民健康保険特別会計決算
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〇令和４年度収支 ①
（歳入） 7,763,562,563円
（歳出） 7,715,014,039円

（差引） 48,548,524円
繰越金として、令和５年度補正

予算に計上する。

〇県支出金（普通交付金）の
精算額 ②
保険給付費（歳出） 5,200,728,386円
普通交付金（歳入） 5,171,728,000円

第三者求償等（歳入） 10,669,320円

▲18,331,066円
県より令和５年度に追加交付

〇令和４年度実質収支
（①＋②）

66,879,590円
基金積立金として積み立てる。

[歳入]　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

金額 増減率 金額 増減率

国民健康保険税 1,319 1,303 1,394 △ 16.1 -1.2% △ 91 -6.5%

県支出金 5,362 5,418 5,554 56.2 1.0% △ 136 -2.4%

　うち普通交付金 5,198 5,172 5,315 △ 26.7 -0.5% △ 143 -2.7%

　うち特別交付金 164 246 239 82.9 50.6% 7 3.1%

繰入金 716 805 771 89.3 12.5% 34 4.5%

繰越金 0 220 141 220.3 22029800.0% 79 55.9%

その他 10 17 19 6.7 66.5% △ 3 -13.2%

合　計 7,407 7,764 7,879 356.4 4.8% △ 116 -1.5%

[歳出]　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

金額 増減率 金額 増減率

総務費 87 100 81 12.6 14.5% 18 22.7%

保険給付費 5,219 5,214 5,226 △ 4.7 -0.1% △ 12 -0.2%

国民健康保険事業費納付金 1,870 1,870 1,967 △ 0.0 0.0% △ 97 -4.9%

保健事業費 86 69 62 △ 17.5 -20.3% 6 10.3%

基金積立金 0 220 141 220.3 22029800.0% 79 55.9%

その他 145 242 187 97.1 66.9% 55 29.5%

合　計 7,407 7,715 7,665 307.8 4.2% 50 0.7%

科　目
当　初
予算額

決　算
見込額

前年度
決算額

対当初予算比 対前年度決算比

項目
当　初
予算額

決　算
見込額

前年度
決算額

対当初予算比 対前年度決算比



議題２

令和５年度鳥栖市国民健康保険特別会計予算
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〇保険給付費

医療費のうち被保険者の自己負担分を除いた費用

療養給付費、療養費、出産育児一時金、葬祭費など

〇国民健康保険事業費納付金

医療費水準や所得水準等に応じて、県から市町に割り当てられる

納付金

〇保健事業費

特定健康診査・特定保健指導、はりきゅうの助成費など

令和５年度鳥栖市国民健康保険特別会計予算
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総務費

114.337

1.5％

保険給付費
5222.241

69.4％

国民健康保険事業費納付金
1951.502

25.9％

保健事業費
86.991

1.2％

公債費

120.1

1.6％
その他の支出

25.565

0.4％

[歳出]　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位:百万円）

令和４年度 令和５年度

予　算 予　算 金額 比率

87 114 27 31.3% システム改修に伴う増

5,219 5,222 4 0.1%

1,870 1,952 82 4.4% 医療費等増による納付金の増

86 87 1 0.7%

120 120 0 0.0%

25 26 1 2.0%

7,407 7,521 114 1.5%

款
対前年比

合　計

総務費

保険給付費

国民健康保険事業費納付金

保健事業費

公債費

その他の支出

増減の主な理由



〇国民健康保険税：被保険者が負担する保険税

〇県支出金

「普通交付金」保険給付に必要な費用が県から交付される

「特別交付金」市町の特別な事情による財政負担増や保険者の経営

努力、保健事業の取組み等に応じて交付されるもの。

〇繰入金

法定分：保険基盤安定繰入金、出産育児一時金、事務費

法定外：広域化等支援基金償還金

40

令和５年度鳥栖市国民健康保険特別会計予算
[歳入]　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位:百万円）

令和４年度 令和５年度

予　算 予　算 金額 伸び率

1,319 1,407 88 6.6% 税率改定に伴う増

5,198 5,198 0 0.0%

164 188 25 15.1% 特別交付金の増

716 717 1 0.2%

（うち基金繰入金） 596 597 1 0.2% 保険基盤安定繰入金等の減

（うち特別繰入金） 120 120 0 0.0%

10 10 0 0.0%

7,407 7,521 114 1.5%

国民健康保険税

県支出金（普通交付金）

県支出金（特別交付金）

款
対前年比

増減の主な理由

繰入金

その他の収入

合　計

国民健康保険税
1407.143

18.8％

県支出金（普通交付金）

5198.332

69.1％

県支出金（特別

交付金）
188.286

2.5％

繰入金

716.878

9.2％

繰越

金

0.001

0.4％

その他の収入

10.095
0%



議題３ その他

41

⑴出産被保険者の国保税の減免について

⑵第３期保健事業（データヘルス）計画の策定について

⑶マイナンバーカードと保険証の一体化について

⑷今後のスケジュールについて
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第３期保健事業（データヘルス）計画の策定について

43

データヘルス計画とは
超高齢化の進展に伴い、働き盛り世代からの健康づくりの重要性が高まる中、国の成長戦略（日本再興戦略「平成２５年６月１４日閣議

決定」で、“国民の健康寿命の延伸”を重要な柱として掲げました。また、平成２６年３月３１日に国保におけるデータヘルス計画の推進を
目指し、「国民健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針」の改正が行われました。これを受け、本市は、レセプトや健診情報等
のデータ分析に基づく、効率的・効果的な保健事業をＰＤＣＡサイクルで実施するための取り組みを、平成２７年４月より実施しており、
今回、令和６年度から令和１１年度までの６年間の第３期実施計画を策定します。
また、県が本年度、第４期佐賀県医療費適正化計画（令和６年～令和１１年）を策定するため、県と市町が連携し取り組むことしている。

①データヘルス計画の目的

「日本再興戦略」の中で、「国民の健
康寿命の延伸」が重要施策として掲げら
れています。健康寿命とは、「健康上の
問題で日常生活が制限されることなく生
活できる期間」のことを指し、健康寿命
を延伸することで健康寿命と平均寿命の
差を縮めることが重要です。データヘル
ス計画はその実現に向けた計画です。

②データヘルス計画の特徴

データヘルス計画は、レセプトや健診
結果の情報等のデータ分析に基づき、Ｐ
ＤＣＡサイクルで被保険者の健康保持増
進のため効率的・効果的な保健事業を実
施する取り組みです。やみくもに事業を
実施するのではなく、データを活用して
科学的にアプローチすることで事業の実
効性を高めていくとしています。

特定健診保健指導データ
医療用データ

Plan(計画)
健康課題の分析
保健事業の企画

Do(実施)
保健事業の実施

Check(評価)
保健事業の検証

Act(改善)
保健事業の修正

活用

③特定健診・特定保健指導との関係

平成20年度から、「高齢者の医療の確
保に関する法律」に基づき生活習慣病を
予防を目的に策定・実施している特定健
康診査等実施計画は、データヘルス計画
における保健事業に位置付けられること
から、第4期実施計画は、第3期データヘ
ルス計画と一体的に策定します。

④計画の期間および公表・周知

第3期データヘルス計画の策定期間は、
令和6年度から令和11年度までの６年間
です。６年度から８年度までを前期とし、
前期終了時に中間評価を行います。
また、保健事業の目的や内容が国保加

入者に理解され、事業の実効性が高まる
ようホームページ等で公表、周知します。
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鳥栖市国民健康保険運営協議会の今後のスケジュール

8月 9月 10月 11月 12月 1月～2月 3月

国
保
運
営
協
議
会

第1回 第2回 第3回

鳥
栖
市

佐
賀
県

・令和4年度国保
特会決算見込み
・令和5年度国保
特会予算

・データヘル
ス計画案
・令和6年度納
付金仮算定結
果の報告

納付金仮
算定の提
示（県か
ら市町
へ）

確定納付金
と標準保険
税率の提示

確定係数
による保
険税率の
算定

諮問

・令和6年度
納付金本査
定結果の報
告
・国保税率

答申

予算
及び
条例
審議
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